低所得・困窮単身高齢者を包摂する地域包括ケアシステム構築にむけた支援機能の抽出
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抄録
　【目的】厚労省の医療・介護改革調整会議の主要課題で示されたように、今後は、地域包括ケアにおけるコーディネート機能の充実が不可欠である。特に、互助を通じたケアコミュニティを模索する中、インフォーマルな関係資源の少ない個人を支えるコーディネートのあり方が問われている。本報告では、NPO法人Aの活動を事例として、関係資源が少ないと想定される低所得・困窮の単身高齢者への支援について、支援対象者の状態像と、そこで提供される支援の実態を把握し、必要となるコーディネート機能を明らかにすることを目的とする。【方法】1) Aの設置した「支援付き住宅」入居者の概況調査データ（連結不可能匿名化済、H21.5実施、N=195）から、①入居者の状態像、②入居者への支援状況を把握した。2) Aの事務局から提供された活動資料から、コーディネート活動の概況を整理した。【結果】1) ①入居者の状態像：平均年齢67.0歳、入居前の生活場所は2割が宿泊所、4割強が病院、1割弱が更生施設であった。要介護認定者の平均介護度1.79。心身の問題は、身体（要介護・障害・疾病）の問題のみ10.8％、心（精神・認知・発達）の問題のみ23.6％、身体と心の問題が重複61.5％であった。入居者の72.3％が、身体の問題、85％が心の問題を抱えていた。②入居者への支援状況：外部サービスの導入は、医療・看護系サービスが入居者の76.9％、介護系サービスが47.2％であった。利用の多い外部ヘルパーサービスは、洗濯、掃除、布団干し、入浴介助、整理整頓で、居住環境および清潔に関わるものであった。内部スタッフの支援は、相談・助言、書類提出、代筆・代読、服薬確認、見守りが多く、調整や危機対応が上位を占めた。2)スタッフは、コミュニティ活性化の資源開発、地域居住者の見守り支援としての24時間緊急対応、地域の医療・介護資源との連携、入居予備群の居場所・交流・相談場所の設定などを重要な活動と位置づけていた。【考察】住宅・施設入居者に包括的な医療・介護サービスが提供されるためには、多様な調整機能が必要と考えられた。この調整機能は入居者に限定することなく、地域住民への24時間対応、地域内での居住移行を含めた経年的支援、コミュニティへの事業展開など、コミュニティ活性化という観点から把握することの重要性が示唆された。今後、業務構造、業務量、利用者やコミュニティにとっての効果という観点から、調整機能の整理と要件抽出が必要である。
